
　

今
年
四
月
発
行
の
「
統
計
や
ま
が
た
」
に
よ
る
と
、

平
成
九
年
の
本
県
の
人
口
は
死
亡
が
出
生
を
上
回

り
、
自
然
動
態
が
初
め
て
百
二
十
一
人
の
マ
イ
ナ
ス

に
な
っ
た
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
た
。
ま
た
、
人
口

の
年
齢
構
成
で
六
十
五
歳
以
上
の
老
年
人
口
の
比
率

が
二
一
・
一
％
と
高
ま
り
、
逆
に
十
四
歳
以
下
の
年

少
人
口
は
一
五
・
九
％
と
比
率
を
下
げ
、
高
齢
化
と

少
子
化
が
一
段
と
進
ん
だ
。
そ
し
て
、
十
五
歳
か
ら

六
十
四
歳
ま
で
の
生
産
年
齢
人
口
の
割
合
が
六
二
・

九
％
と
低
下
し
た（
グ
ラ
フ
１
参
照
）。
こ
の
ま
ま
で

い
く
と
、
二
○
二
五
年
に
県
人
口
は
百
十
万
人
台
を

割
り
、
し
か
も
老
年
人
口
の
割
合
が
三
○
％
近
く
ま

で
高
ま
る
と
予
測
さ
れ
て
い
る（
表
１
参
照
）。
高
齢

人
口
の
割
合
が
高
ま
っ
て
も
将
来
の
活
力
源
で
あ
る

子
供
の
数
が
多
け
れ
ば
あ
ま
り
悲
観
す
る
こ
と
は
な

い
。
し
か
し
、
人
口
再
生
産
力
を
示
す
合
計
特
殊
出

生
率
も
一
・
六
九
と
増
減
ゼ
ロ
水
準
の
二
・
○
八
を

下
回
っ
て
久
し
い
。
県
勢
を
衰
退
へ
導
く
少
子
化
が

確
実
に
進
行
し
て
い
る
。

◆ 
本
県
で
も
進
む
晩
婚
化

　

少
子
化
は
教
師
な
ど
子
供
に
関
す
る
仕
事
を
減
ら

し
、
産
業
を
維
持
す
る
労
働
力
の
確
保
を
難
し
く
す

る
な
ど
生
産
年
齢
人
口
の
活
動
に
も
さ
ま
ざ
ま
な
影

響
を
及
ぼ
す
。
そ
し
て
、
経
済
的
な
観
点
か
ら
見
れ

ば
生
産
年
齢
を
十
五
歳
か
ら
六
十
四
歳
ま
で
と
す
る

尺
度
も
実
態
に
合
わ
な
く
な
っ
て
い
る
。
中
学
卒
業

者
の
ほ
と
ん
ど
が
高
校
へ
進
学
、
高
校
卒
業
者
の
三

○
％
が
進
学
す
る
よ
う
に
な
っ
て
お
り
、
若
年
人
口

の
被
扶
養
期
間
が
長
く
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
六
十

歳
定
年
後
に
仕
事
に
就
け
な
い
人
、
六
十
五
歳
未
満

の
専
業
主
婦
な
ど
も
い
る
。
こ
の
よ
う
な
被
扶
養
者

層
と
十
五
歳
未
満
、
六
十
五
歳
以
上
の
人
口
と
を
合

計
す
る
と
、
現
時
点
で
既
に
非
生
産
年
齢
人
口
は
県

人
口
全
体
の
六
○
％
近
く
に
達
し
て
い
る
と
み
る
必

要
が
あ
る
。
将
来
の
生
産
年
齢
人
口
の
負
担
増
を
招

く
少
子
化
は
地
域
社
会
に
と
っ
て
高
齢
化
問
題
に
負

け
ず
劣
ら
ず
大
き
な
問
題
と
言
え
よ
う
。　

な

ぜ
、

少
子
化
が

進

む

の

か
。
出
生

率
の
低
下

は
避
妊
、

女
性
の
社

会
進
出
、

青
年
層
の

経
済
力
の

低
下
な
ど
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脱少子化のカギを握る
働く女性の育児環境整備

（荘銀総合研究所研究主幹　石川　敬義）

老年人口
（％）

人口指数
（％）

総人口推計
（千人）

年

19.81001,2571995

22.8991,2472000

24.5981,2312005

25.5961,2082010

27.4941,1772015

29.1901,1372020

29.9871,0922025
（国立社会保障・人口問題研究所

「都道府県別将来推計人口」）

（表１）山形県の将来人口



原
因
は
い
ろ
い
ろ
考
え
ら
れ
る
。
し
か
し
、
現
在
指

摘
さ
れ
て
い
る
の
は
非
婚
化
、
晩
婚
化
の
影
響
で
あ

る
。
昭
和
二
十
五
年
の
本
県
の
平
均
初
婚
年
齢
は
妻

が
二
二
・
九
歳
、
夫
が
二
五
・
六
歳
だ
っ
た
。
こ
れ

が
徐
々
に
高
ま
り
平
成
九
年
に
は
妻
二
六
・
三
歳
、

夫
二
八
・
八
歳
に
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
親
は
子
供

を
家
業
の
跡
継
ぎ
と
考
え
た
り
、
老
後
の
保
障
と
考

え
る
こ
と
が
薄
ら
い
で
い
る
。
そ
し
て
、「
望
ま
し
い

生
き
方
」
に
つ
い
て
女
性
の
六
四
・
一
％
が
「
仕
事

と
家
庭
の
両
立
」
を
挙
げ
て
お
り
（
経
済
企
画
庁

「
国
民
生
活
選
好
度
調
査
」）、働
く
こ
と
に
生
き
が
い

を
求
め
る
女
性
が
増
え
て
い
る
。
本
県
の
女
性
の
就

業
率
は
全
国
一
高
く
（
グ
ラ
フ
２
参
照
）、
家
庭
で
も

職
場
で
も
女
性
は
大
黒
柱
に
な
っ
て
い
る
。し
か
し
、

女
性
に
と
っ
て
仕
事
と
家
庭
と
を
両
立
さ
せ
る
こ
と

は
そ
れ
ほ
ど
容
易
で
は
な
い
。
育
児
や
家
事
な
ど
の

す
べ
て
を
任
さ
れ
な
が
ら
、
家
計
維
持
の
た
め
に
と

仕
事
を
続
け
る
女
性
は
少
な
く
な
い
。

　

し
か
し
、
そ
の
働
く
女
性
の
後
方
支
援
は
本
県
の

場
合
、
三
世
代
同
居
と
い
う
家
庭
内
で
担
っ
て
い
る

構
造
に
な
っ
て
い
る（
表
２
参
照
）。
勤
労
者
世
帯
主

の
収
入
は
全
国
中
位
だ
が
、
一
世
帯
当
た
り
収
入
は

上
位
と
な
る
。
そ
れ
を
夫
婦
共
働
き
で
得
る
収
入
で

確
保
し
、
夫
婦
が
働
き
に
出
た
後
の
育
児
や
家
事
は

同
居
の
親
が
担
う
と
い
う
構
造
と
言
え
よ
う
。
し
か

し
、
そ
う
は
言
っ
て
も
都
市
部
か
ら
核
家
族
が
次
第

に
増
え
、
三
世
代
同
居
の
構
造
も
崩
れ
つ
つ
あ
る
。

ま
た
、
新
設
の
介
護
保
険
制
度
は
高
齢
者
介
護
の
家

庭
外
依
存
を
推
進
す
る
。
さ
ら
に
、
老
い
て
も
子
の

世
話
に
な
ら
な
い
替
わ
り
に
孫
の
世
話
も
し
な
い
と

い
う
、
余
生
を
自
分
が
や
り
た
い
こ
と
を
や
っ
て
過

ご
す
こ
と
を
願
う
人
が
増
え
て
い
る
。
働
く
女
性
を

支
え
る
育
児
環
境
を
整
え
る
こ
と
が
子
供
の
数
の
減

少
に
ブ
レ
ー
キ
を
か
け
る
要
素
で
あ
る
と
考
え
る
。

◆ 
働
く
女
性
に
感
謝
さ
れ
る
育
児
環
境
を

　

と
こ
ろ
が
本
県
の
場
合
、
家
庭
内
対
応
の
伝
統
が

影
響
し
地
域
社
会
で
育
児
を
担
う
環
境
が
十
分
に

整
っ
て
い
な
い
。
経
済
企
画
庁
の
「
新
国
民
生
活
指

標
」
で
本
県
の
保
育
所
保
育
定
員
数
は
全
国
で
下
か

ら
二
番
目
、
〇
―
一
歳
児
保
育
在
所
者
数
は
全
国
最

下
位
、
延
長
保
育
実
施
施
設
数
は
二
十
五
位
と
ラ
ン

ク
さ
れ
て
い
る
。
働
き
や
す
さ
全
国
一
位
の
高
知
県

は
女
性
の
自
立
意
識
の
高
さ
と
保
育
関
連
指
数
の
高

さ
が
影
響
し
て
お
り
、
全
国
最
下
位
の
静
岡
県
は
保

育
関
連
指
数
の
低
さ
が
影
響
し
て
い
る
。
幼
稚
園
、

保
育
所
、
学
童
保
育
の
持
つ
機
能
だ
け
で
は
働
く
女

性
を
適
切
に
支
援
で
き
な
い
時
代
に
な
っ
て
い
る
。

労
働
省
系
の
フ
ァ
ミ
リ
ー
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
が
県

内
に
三
つ
誕
生
し
働
く
女
性
に
大
い
に
感
謝
さ
れ
て

い
る
こ
と
を
み
て
も
、
働
く
女
性
の
側
に
立
っ
た
対

策
が
求
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
が
分
か
る
。

　

本
県
の
場
合
、
育
児
休
業
制
度
を
利
用
し
た
休
業

取
得
数
が
全
国
平
均
を
大
き
く
上
回
る
状
況
を
示
し

て
お
り
、
休
業
給
付
金
受
給
者
数
も
着
実
に
増
え
て

い
る
。
助
成
金
を
出
し
て
第
二
子
や
第
三
子
の
誕
生

を
奨
励
す
る
対
策
よ
り
も
、
家
庭
と
仕
事
と
を
両
立

で
き
る
条
件
整
備
の
方
が
重
要
と
考
え
る
。
若
い
世

代
を
中
心
に
男
性
の
理
解
が
進
み
、
家
事
を
分
担
す

る
夫
が
増
え
て
い
る
こ
と
が
、
脱
少
子
化
社
会
へ
の

明
る
い
兆
し
と
言
え
よ
う
。

●　

脱
少
子
化
の
カ
ギ
を
握
る
働
く
女
性
の
育
児
環
境
整
備
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（経済企画庁「新国民生活指標」）　　�
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平成
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全国
順位指 標 値指　　　　　　標

713.45人一般世帯の平均人員

74744.97％核家族世帯の割合

7147.01％65歳以上親族のいる世帯割合

2151.60％共働き世帯の割合

8766.2万円勤労者一世帯当たり実収入（月間）

82048.2万円勤労者世帯主の勤め先収入（月間）

6361,072万円一世帯当たり貯蓄現在高

3379.20％持ち家比率

72418.8人老人ホーム定員数（対老年者千人）

72181時間月間女子実労働時間数

（表２）県勢諸指標（平成10年度・山形県の概況）


